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西宮市附属機関条例（抄） 

（設置） 

第１条 別に条例に定めるもののほか、別表根拠規定の欄に掲げる規定に基づき、執行機関又は地

方公営企業の管理者（以下「執行機関等」という。）の附属機関として、同表附属機関の欄に掲げ

る附属機関を設置する。 

（委員） 

第２条 附属機関の委員の定数は、別表委員総数の上限の欄に掲げる数以内とする。 

２ 委員は、別表構成の欄に掲げる者のうちから当該附属機関の属する執行機関等が委嘱し、又は

任命する。 

３ 委員の任期は、２年とする。 

４ 委員は、２回を限度として再任することができる。ただし、当該附属機関の属する執行機関等

においてやむを得ないと認める場合に限り、４回を限度として再任することができる。 

５ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（附属機関の運営） 

第３条 附属機関に会長及び副会長を置き、会長及び副会長は、当該附属機関において、委員の互

選により定める。 

２ 会長は、当該附属機関を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

４ 附属機関の会議は、会長が招集し、その会議の議長となる。ただし、会長及び副会長を互選す

る会議は、当該附属機関の属する執行機関等が招集する。 

５ 附属機関は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

６ 附属機関の会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

 

（第４条～第３９条 省略） 

 

（西宮市子ども・子育て会議の特例） 

第３９条の２ 西宮市子ども・子育て会議は、その定めるところにより、部会を置くことができ

る。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 第３条の規定は、部会について準用する。この場合において、同条第１項及び第４項ただし書

中「会長及び副会長」とあり、並びに同条第２項、第３項及び第４項本文中「会長」とあるのは

「部会長」と、同条第３項中「副会長」とあるのは「あらかじめ部会長の指名した委員」と読み

替えるものとする。 

４ 西宮市子ども・子育て会議は、部会の決議をもって西宮市子ども・子育て会議の決議とするこ

とができる。 

 

 

別紙１ 
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（第４０条～第４７条 省略） 

 

（意見聴取等） 

第４８条 附属機関は、必要と認めるときは、関係行政機関の職員その他議事に関係のある者に対

し、出席を求め、説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第４９条 附属機関の委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も、同様とする。 

（補則） 

第５０条 この条例に定めるもののほか、附属機関の運営に関し必要な事項は、その属する執行機

関等又は当該附属機関が定める。 

 

（付則 省略） 

 

別表（第１条、第２条、第２２条、第２９条、第４４条、第４７条関係）（子ども・子育て会議 

部分のみ抽出） 

附 属 機 関

の 属 す る

執 行 機 関

等 

根拠規定 附属機関 担任事務 委員総

数の上

限 

構成 

市長 子ども・子

育て支援法

（平成２４

年法律第６

５号）第７

７条第１項 

西宮市子ど

も・子育て

会議 

子ども・子育て

支援法第７７条

第１項各号に掲

げる事務につい

ての調査及び審

議 

２０人 子どもの保護者 

事業主の代表者 

労働者の代表者 

子ども・子育て支

援に関する事業に

従事する者 

子ども・子育てに

関し優れた識見を

有する者 
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西宮市子ども・子育て会議運営要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、西宮市附属機関条例（平成２５年西宮市条例第３号。以下「条例」という。）

第５０条の規定に基づき、西宮市子ども・子育て会議（以下「審議会」という。）の運営に関し必

要な事項を定める。 

（会議の公開） 

第２条 会議は、公開とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、審議会の決議によ

り非公開とすることができる。 

(1) 西宮市情報公開条例（昭和６１年西宮市条例第２２号）第６条各号に該当すると認められる

事項の調査及び審議をするとき 

(2) 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に支障が生ずると認められるとき 

２ 会議の傍聴を希望する者は、別記様式により西宮市子ども・子育て会議傍聴申請書を会長に提

出し、その許可を受けなければならない。 

３ 会長は、傍聴希望者が、第５項の規定による退場を命じられたことがある等会議の円滑な進行

を妨げるおそれのあるものと判断するときは、前項の許可をしない。 

４ 会長は、傍聴希望者が多数ある場合は、傍聴者の人数を制限することができる。この場合、第

６条に規定する課（以下「事務局」という。）において、あらかじめ、会場の状況等により傍聴可

能な人数を決め、希望者が当該人数を超えた場合は、抽選により傍聴者の人数を調整するものと

する。 

５ 会長は、傍聴者が次の各号のいずれかに該当する場合は、傍聴者の退場を命ずることができ

る。 

(1) 会議の秩序を乱し、又は妨げとなるような行為をするとき 

(2) 許可なく、写真又はビデオ等による撮影、録音をするとき 

(3) 会議の過程で会議が非公開とされた場合で、事務局の指示に従ってすみやかに退場しないと

き 

(4) 前３号に掲げるもののほか、会議の円滑な進行を図るため、会長が指示する事項に従わない

とき 

（会議録の調製） 

第３条 会長は、会議録を調製し、次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 会議の開催日時及び場所 

(2) 出席した委員の氏名 

(3) 会議の内容 

(4) その他会議において必要と認めた事項 

 （部会の設置） 

第４条 審議会は、子ども・子育て支援法第７７条第１項第１号及び第２号に掲げる事務を処理す

るため、審議会とは別に条例第３９条の２の規定に基づき、部会を置くものとする。 
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（ワーキンググループの設置） 

第５条 審議会は、会議の進行を円滑に進めるため、審議会とは別にワーキンググループを設置す

ることができる。 

２ ワーキンググループの設置及び運営に必要な事項は別に定める。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、こども支援局子供支援総括室子供支援総務課において処理 

する。 

 （部会に対する準用） 

第７条 第２条、第３条及び前条の規定は、部会について準用する。この場合において、第２条第

２項から第５項まで及び第３条中「会長」とあるのは「部会長」と、前条中「審議会」とあるのは

「部会」と読み替えるものとする。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に必要な事項は別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成２５年８月２１日から施行する。 

 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

付 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

付 則 

この要綱は、平成２７年８月２５日から施行する。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


